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6/1　衆議院厚労委員会、労働三法一括質疑入り

　審議入りを、理事懇が開かれないまま｢職権｣による委員会召集のため民主、共産、社民、国民新党の野党側は欠席しました。与党のみで労働契約法案、労働基準法の一部を改正する法律案、最低賃金法の一部を改正する法律案の三法一括した審議入りを強行しました。
鴨下一郎（自民）

Ｑ　国民が非常に関心を持っている最賃等１日も早く労動３法の結果を出して行きたい、これが与党の責任。労働法制の見直しにより、ワークライフバランスをどのように実現しようとしているのか。
○武見副大臣　①長時間労働の抑制②正規非正規問わず最賃法の改正③労働契約ルールの明確化で、どのような働き方を選択しても誰もが安心、納得して働くことのできる環境整備が進む。
Ｑ　労働力調査では、30代男性は週６０時間以上５人に１人が１０時まで働く。ライフワークバランスと長時間労働を抑制する観点からどう取り組むのか。
○青木労働基準局長　①月80時間を超えたら割増率を5割に引上げる。②大臣告示を改正し、できるだけ労働時間を短くするよう労使双方に努力義務を課す③過重労働解消のためのキャンペーン月間を設け監督指導を行う。
Ｑ　一律５割に引上げるべきと意見もあるが、現実的対策は。
○青木労働基準局長　時間外労働は臨時的必要最小限にとどめ、できるだけ雇用の安定を図る。時間外労働はやむを得ない面がある、法定割増賃金率を一律５割に引上げることは、企業活動に悪影響を及ぼすことも懸念される。
Ｑ　年次有給休暇の時間単位での取得は使い勝手がいいと思う、改正の趣旨は。

○青木労働基準局長　有給は、現行では日単位以上で取得する。今回時間単位の取得を可能と、多様な目的で有給を活用できるようになる。
Ｑ　ホワイトカラーイグゼンプション、労働時間でなく成果で評価される仕組みをつくる必要がある。今回はぎりぎりの選択で基準法の改正に至った。労働者の働き方、ワークライフバランス、地域、子育てに寄与したホワイトカラーの働き方について。
○柳澤厚労大臣　ワークライフバランスを実現するために、自己管理型労働制の導入を考えた。検討の経過で、残業が無制限・残業代が払われないと誤解が印象づけられ、本来の議論を深める事ができなかった、今後も国民の理解を得ながら検討を進めたい。
Ｑ　様々な価値観の人がいる。いろんなメニューの提示が行政の仕事。全員がラッシュアワーの電車に乗る時代ではなく、与党・労組の皆さんにも分かってもらうよう力説していただきたい。

冨岡　勉（自民）

Ｑ　長時間労働について、昨夜２時まで審議で調子が悪くなる。常態化している職種の過重労働について、長崎市長銃殺で執刀医教授は３８時間勤務。超過勤務の認識を

○松谷医政局長　若手の勤務医の大変厳しい状況、4000人に対してアンケート調査で１週間あたり平均６３時間だ。
Ｑ　６３時間、週４０時間超過勤務。１００時間以上働いている方は何％ぐらいか。
○松谷医政局長　細かいデーターはない
Ｑ　タイムカードとかありますよね

○松谷医政局長　病院の仕事の性質上ありません

Ｑ　実態を正確に把握するため、国立大学病院８０箇所に設置すればいい。長崎で交替制度をとっているのはゼロ、だから過労死の問題が生じてくる。

○柳澤厚労大臣　厳しい勤務時間どうしたらいいかは、医師確保対策を骨太方針に入れ込んで、必要な予算は年末の予算編成で確保する。

新井悦二（自民）

Ｑ　最賃が生活保護を下回ることについて、改正法案で対応しているのか。
○武見副大臣　労働者の賃金の最低額を保障する観点、モラルハザードの観点から生活保護との整合性の問題が指摘され、セーフティーネットとして機能するよう、地域別最低賃金の水準は地方審議会で、法案成立後、趣旨にそった審議が行われ適切な引上げを講ずる。
Ｑ　民主党は賃金支払い能力を考慮せず時給1000円を目指すと、実効性が有るでしょうか。

○青木労働基準局長　3つの決定基準、①労働者の生計費、②賃金③通常事業の賃金支払い能力、個々の企業の支払い能力ではなく、通常の事業に期待することが出来る賃金支払い能力、最賃は地域の経済力とかけ離れた水準で決定されているものではない。
Ｑ　民主党の1000円かなりの地域差がある、経営者のことも考えてあげないと。労働契約法、紛争が増え、労働者に対する対策となっているのか。
○柳澤厚労大臣　2つのポイントがある。1つは、有期契約の雇用について取り組んでいる。契約期間中は解雇できない。必要以上に細切れにならないように使用者に配慮を求める。二つ目に、労働条件の引き下げなど多様な個別紛争、就業規則の変更に2つの要件がある。①合意性②周知がおこなわれなければならない、労働条件の引き下げが防止される。よって労働契約法案は、有期雇用や期限の定めのない労働者が安心・納得して働けるものとなる。
Ｑ　労働基準法の改正で長時間労働をどのように抑制するのか。

○武見副大臣　子育て世代が長時間労働をしている。労働以外の生活、ワークライフバランスを中小企業にも配慮してる。その上で月80時間を超えたら5割義務化。大臣告示を改正で割増賃金引上げ、労使双方に労働時間を短くするよう努力義務。中小企業に対する助成金の創出。
Ｑ　労働環境が多様化している。労使間の立場を理解しよい環境をつくる。法定割増賃金率は企業に甚大な影響を与える。過労死認定ラインを5割とした理由は

○青木労働基準局長　長時間労働抑制対策として、長い労働時間を強制的に抑制する。80時間と。現行労安法では、週40時間、月100時間を超えたら医師の面談。法定割増率5割とした。
Ｑ　新規に採用した方が低コストなるとか、統計を出して知らせていただきたい。限度時間超えたら割賃、努力義務の実効性を上げるためには

○青木労働基準局長　時間外労働限度基準告示、労基法36条―3、4の助言・指導が規定されている。延長時間短縮の労使の短縮義務。
Ｑ　法定割増賃金率の引上げ分賃金の支払いにかえて、有給の休暇付与する制度は、高く評価している。有給休暇が取得できるしくみになっているか。
○青木労働基準局長　取得の促進に努めている。割増賃金引上げの割賃の支払いにかわる、有給休暇、労使で決めたさいはきちんと休んでいただく。労働者が実際に休暇を取得した場合のみ5割の割増賃金の支払いに代替できる。
古屋範子（公明）

Ｑ　労使間の対等の関係を目指す労働契約法について、労働3法は最優先課題と考える。公明党は、仕事と生活の調和推進基本法案を提案。どのような社会を目指した提案か。
○柳澤厚労大臣　労働関係の法案を6から7本提出している。①雇用対策②非正規雇用の正規雇用への移行の促進③労働者が安心して働ける。④仕事と生活の調和を考え対応策を考え、3法案は労働者が安心・納得して働いていただける。労働契約の成立・変更、地域別最賃で最低限度の所得、ワークライフバランスの労基法改正で長時間労働を抑制。
Ｑ　労基法改正について、ワークライフバランスが出来る長時間労働の抑制につながるものか。

○柳澤厚労大臣　引上げに関して2つ。45時間から80時間のところについて、大臣告示を改正し、割増率25％以上のところで決めてくださいよと努力義務を課している。80時間をこえる、法定割増率を5割に引上げかなりの負担を企業に課してこれを抑制する。
Ｑ　シェアーしていく、ひとりひとりが労働時間を抑制していく。決定・変更で労使間紛争が発生している。労働契約法、紛争防止、労働者が安心して働けるようになるか。
○青木労働基準局長　個々の労使紛争が増えている。労働者が安心して働くために、明確なルールが必要。そもそも労使対等の契約の原則、成立・変更が就業規則による変更が合理的であれば可能。基本的ルールが周知されていることを期待。終了場面、労働条件の引き下げ場面、安心し納得して働いてもらえると考える。
Ｑ　高く評価したい。有期雇用、改正パート法決定ルール、均衡の取れた施行を図ってほしい。有期契約労働者に生じている問題の措置、雇用の安定につながっていくことに関して。

○武見副大臣　有期契約は使用者のみならず、労働者のニーズもある。実態は更新時・終了場面の紛争が大きい。契約中の解雇はできない。目的に照らし短い期間を反復することのないように。
Ｑ　前進のための法律案と思う。失業率も明るいきざしが見えている。最賃改正案は39年ぶりの改正。支えとして機能し、格差の是正、セーフティネットとして義務化、罰金を50万円に。
Ｑ本当に引上げられるか。地域間格差が見られ、賃金が生保より低額になっている。セーフティーネットの機能がはたせないのではないか。
○柳澤厚労大臣　最賃、最低額の補償することによって改善をはかる。労働者の最低限度の生活を保障する。地方最賃義務化、確保をはかる。審議会において法改正の趣旨に沿った審議が行われ、その結果に沿って、雇用経済情勢を踏まえた適切な引上げ等の措置を講ずる。
Ｑ　諸外国と比べ低い日本の最賃水準

○青木労働基準局長　最賃は各国基礎では異なっている。我が国は、若年者を含め一律に適応される、一人でも雇用していれば適応される。年齢によって減額される国もある。最低制度そのものに違いがある。外国と比較することは難しい、国々の妥当な水準として決定されている。地域別最低賃金につきましては、その水準を生活保護との整合性も考慮して決定する。
Ｑ　全国最賃を民主党が提出、時給1000円の中身実現性があるか。地方は中小企業が多い、いきなり1000円実現性がないのではないか。

· 武見副大臣　全国一律に最低賃金を定めるということは全く適当とは思いません。地域別の最低賃金を大幅にすると労働コスト増が起き、逆に雇用が失われる。非現実的だと考える。
神奈川発

｢働くルールの確立めざす神奈川県連絡会｣再発足会を開催
　5月25日｢働くルールの確立をめざす神奈川県連絡会｣(仮称)の再発足会を開きました。
　自由法曹団高橋弁護士の開会の挨拶に始まり、神奈川労連の岡本さんから｢労働法制をめぐる情勢と対決点・課題｣と題した特別報告を受け、全労働神奈川支部から｢申し合わせ事項｣と体制、当面の行動が提起されました。
　代表委員は、自由法曹団、新婦人、神奈川労連から選任。事務局長は、県国公共闘を確認。
毎月27日を宣伝行動に決め、さっそく5月27日夕方に横浜駅西口で宣伝行動を行いました。全労連・労働法制中央連絡会作成の大きなブラスター、横断幕・ノボリを立て、ビラとティッシュを配り、署名を訴えました。
　連絡会は、労働契約法案をはじめとする労働ビッグバンをもっと多くの人に知らせるため、学習会を取り組みながら、秋へ向けたねばり強い運動を確認しあいました。

【今後の取り組みについて】
· 国会前集会の開催

当面以下の日程で集会を開催しますので、各組織からの参加を要請します。

６月６日（水）　１２時１５分～１３時００分　衆議院第２議員会館前

６月１３日（水）１２時１５分～１３時００分　衆議院第２議員会館前

· 安部内閣の暴走を許すな！６・１３中央総決起集会

６月１３日（水）１８時３０分～１９時３０分　終了後国会請願デモ

場所　　　日比谷野外音楽堂

集会名称　安部内閣の暴走を許すな！国民の年金を守れ！教育３法案、社保庁解体、公務員制度改悪、労働法制改悪などすべての悪法の廃案をめざす6.13中央総決起集会

集会規模　４０００人

主催者　　国民大運動実行委員会、子ども全国センター、全労連、東京地評

各組織から、最大限の参加を要請します。

· 街頭宣伝行動

６月１２日（水）１８時００分～１９時００分　新宿駅西口

６月２７日（水）１８時００分～１９時００分　新宿駅西口
※　6月6日衆議院厚労委員会傍聴行動について

傍聴希望の方は8時45分　衆議院議員面会所においで下さい。









